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（ 総 則 ）  

第 １ 条  賃 借 人 （ 立 川 市 （ 発 注 者 ） を い う 。 以 下 同 じ 。） 及 び 賃 貸 人 （ 立 川 市 と の 契 約 の 相

手 方 （ 受 注 者 ） を い う 。 以 下 同 じ 。） は 、 契 約 書 及 び こ の 約 款 に 基 づ き 、 別 添 の 仕 様 書 及

び 図 面 等 （ 以 下 「 仕 様 書 等 」 と い う 。） に 従 い 、 日 本 国 の 法 令 を 遵 守 し 、 こ の 契 約 を 履 行

し な け れ ば な ら な い 。  

２  賃 借 人 及 び 賃 貸 人 は 、 契 約 書 及 び こ の 約 款 に 基 づ き 、 別 添 の 仕 様 書 及 び 図 面 等 （ 以 下

「 仕 様 書 等 」 と い う 。） に 従 い 、 日 本 国 の 法 令 を 遵 守 し 、 こ の 契 約 を 履 行 し な け れ ば な ら

な い 。  

３  賃 貸 人 は 、 仕 様 書 等 記 載 の 物 件 （ 以 下 「 こ の 物 件 」 と い う 。） を 契 約 書 記 載 の リ ー ス 期

間 、 仕 様 書 等 に 従 い 賃 借 人 に 賃 貸 （ リ ー ス ） す る も の と す る 。  

４  こ の 契 約 に お い て 、 契 約 期 間 と は 、 契 約 締 結 日 か ら リ ー ス 期 間 の 末 日 ま で の 間 を い う 。  

５  賃 貸 人 は 、 こ の契約 の 履 行 に 関 し て 知り得 た 秘 密 を 漏 ら し てはな ら な い 。  

６  こ の 契 約 書 に 定 め る 催 告 、 請 求 、 通 知 、 報 告 、 申 出 、 協 議 、 承 諾 及 び 解 除 は 、 書 面 に

よ り 行 わ な け れ ば な ら な い 。  

７  こ の 契 約 の 履 行に関 し て 賃 借 人 と 賃 貸人と の 間 で 用 い る 言 語は、 日 本 語 と す る 。  

８  こ の 契 約 書 に 定める 金 銭 の 支 払 い に 用いる 通 貨 は 、 日 本 円 とする 。  

９  こ の 契 約 書 及 び 仕 様 書 等 に お け る 期 間 の 定 め に つ い て は 、 こ の 契 約 書 又 は 仕 様 書 等 に

特 別 の 定 め が あ る 場 合 を 除 き 、 民 法 （ 明 治 29年 法 律 第 89号 ） 及 び 商 法 （ 明 治 32年 法 律 第

48号 ） の 定 め る と こ ろ に よ る も の と す る 。  

10 こ の 契 約 は 、 日本国 の 法 令 に 準 拠 す るもの と す る 。  

11  こ の 契 約 に 係 る 訴 訟 に つ い て は 、 賃 借 人 の 事 務 所 の 所 在 地 を 管 轄 す る 日 本 国 の 裁 判 所

を も っ て 合 意 に よ る 専 属 的 管 轄 裁 判 所 と す る 。  

12 こ の 契 約 は 、 地 方 自 治 法 （ 昭 和 22年 法 律 第 67号 ） 第 234条 の ３ の 規 定 に よ る 長 期 継 続 契

約 で あ る 。  

 （ リ ー ス 料 ）  

第 ２ 条  賃 貸 人 は 、 こ の 物 件 を 賃 借 人 が 使 用 し た 月 の 翌 月 以 降 、 毎 月 １ 回 リ ー ス 料 （ 月

額 ） を 賃 借 人 に 請 求 す る こ と が で き る 。  

２  前 項 の リ ー ス 料は、 月 の 初 日 か ら 末 日まで を １ 月 分 （ 月 額 ）とす る 。  

３  賃 借 人 は 、 第 １ 項 の 規 定 に よ り 賃 貸 人 か ら 請 求 が あ っ た と き は 、 そ の 請 求 を 受 理 し た

日 か ら 起 算 し て 30 日 以内 に 、 第 １ 項 に 定 めるリ ー ス 料 を 賃 貸 人 に支払 う も の と す る 。  

 （ 公 租 公 課 ）  

第 ３ 条  こ の 物 件 に係る 自 動 車 税 等 は 、 賃貸人 の 負 担 と す る 。  

２  消 費 税 及 び 地 方消費 税 相 当 額 は 、 賃 借人の 負 担 と す る 。  

 （ 物 件 の 納 入 等 ）  

第 ４ 条  賃 貸 人 は 、 リ ー ス 期 間 の 開 始 日 （ 以 下 「 使 用 開 始 日 」 と い う 。） に こ の 物 件 の 登 録

を 行 い 、 契 約 書 及 び 仕 様 書 等 で 指 定 さ れ た 場 所 へ 賃 貸 人 の 負 担 で 速 や か に 納 入 し 、 賃 借

人 の 使 用 に 供 し な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て 、 使 用 開 始 日 に こ の 物 件 を 登 録 す

る こ と が 困 難 な と き は 、 使 用 開 始 日 後 速 や か に 登 録 を 行 い 、 納 入 す る も の と す る 。  

２  賃 借 人 は 、 賃 貸人か ら 物 件 の 納 入 を 受けた と き は 、 遅 滞 な く検査 を 行 う も の と す る。  

３  検 査 に 合 格 し た と き は 、 賃 借 人 は こ の 物 件 の 引 渡 し を 受 け た も の と し 、 必 要 に 応 じ て
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こ の 物 件 の 物 件 受 領書 等 を 賃 貸 人 に 速 や か に 交 付 す る も の と す る 。  

４  第 ２ 項 の 検 査 に直接 必 要 な 費 用 は 、 賃貸人 の 負 担 と す る 。  

５  賃 貸 人 は 、 こ の 物 件 を 納 入 し た 場 合 に お い て 、 そ の 全 部 又 は 一 部 が 第 ２ 項 の 検 査 に 合

格 し な い と き は 、 速 や か に 引 換 え 又 は 手 直 し を 行 い 、 仕 様 書 等 に 適 合 し た 物 件 を 納 入 し

な け れ ば な ら な い 。 この 場 合 に お い て は 、第２ 項 か ら 第 ４ 項 ま での規 定 を 準 用 す る 。  

 （ 物 件 の 使 用 、 保 管 等 ）  

第 ５ 条  賃 借 人 は 、この 物 件 を 善 良 な る 管理者 の 注 意 を も っ て 管理し な け れ ば な ら な い。  

２  賃 借 人 は 、 こ の 物 件 を 本 来 の 用 法 に よ っ て 使 用 し 、 か つ 、 賃 借 人 の 通 常 の 業 務 の 範 囲

内 で 使 用 す る も の と す る 。  

 （ 物 件 の 保 守 等 ）  

第 ６ 条  リ ー ス 期 間 中 の 物 件 の 保 守 に つ い て は 、 仕 様 書 等 に 基 づ き 、 賃 貸 人 が 実 施 す る も

の と す る 。 こ の 費 用 に つ い て は 、 賃 貸 人 の 負 担 と す る 。  

 （ 契 約 不 適 合 責 任）  

第 ７ 条  賃 貸 人 は 、 こ の 物 件 の 規 格 、 性 能 、 機 能 等 に 不 適 合 、 不 完 全 そ の 他 契 約 の 内 容 に

適 合 し な い も の が あ る 場 合 は 、 特 別 の 定 め の な い 限 り 、 契 約 期 間 中 、 補 修 、 引 換 え 、 補

足 又 は こ れ に 代 え て 若 し く は 併 せ て 損 害 賠 償 の 責 を 負 う も の と す る 。  

 （ 所 有 権 の 表 示 等）  

第 ８ 条  賃 借 人 は 、 賃 貸 人 か ら こ の 物 件 に 賃 貸 人 の 所 有 権 を 明 示 す る 標 識 を 設 置 す る 指 示

が あ っ た と き は 、 こ れ に 従 わ な け れ ば な ら な い 。  

２  賃 貸 人 は 、 契 約 期 間 中 、 賃 借 人 の 承 諾 を 得 て 、 こ の 物 件 の 保 管 に 立 ち 入 っ て 、 物 件 の

現 状 、 保 管 状 況 等 を 調 査 す る こ と が で き る 。  

 （ 物 件 の 原 状 変 更）  

第 ９ 条  賃 借 人 は 、次に 掲 げ る 行 為 を す るとき は 、 賃 貸 人 の 承 諾を得 る も の と す る 。  

(1)  こ の 物 件 に 装 置 、 部 品 、 附 属 品 等 を 付 着 し 、 又 は こ の 物 件 か ら そ れ ら を 取 り 外 す と

き 。  

(2) こ の 物 件 を 他の 物件 に 付 着 す る と き 。  

(3) こ の 物 件 に 付着 した 表 示 を 取 り 外 す とき 。  

(4) こ の 物 件 の 保管 を他 へ 移 動 す る と き 。  

 （ 物 件 の 滅 失 又 は 毀 損 ）  

第 １ ０ 条  こ の 物 件 の 返 還 ま で に 生 じ た 物 件 の 滅 失 又 は 毀 損 に つ い て は 、 賃 借 人 が そ の 責

め を 負 う も の と す る 。 た だ し 、 通 常 の 損 耗 及 び 減 耗 は 、 こ の 限 り で な い 。  

２  こ の 物 件 が 毀 損 し た と き は 、 賃 借 人 と 賃 貸 人 と が 協 議 の う え 措 置 を と る も の と し 、 そ

の 費 用 は 、 賃 借 人 が 負 担 す る 。  

３  こ の 物 件 の 一 部 又 は 全 部 が 滅 失 し た と き は 、 賃 借 人 は 、 そ の 損 害 を 賠 償 し な け れ ば な

ら な い 。  

４  前 項 の 場 合 に お い て は 、 第 16条 に 定 め る 規 定 損 害 金 の 支 払 完 了 と 同 時 に こ の 契 約 は 終

了 す る 。 た だ し 、 物 件 が 複 数 あ る 場 合 に お い て 、 そ の 一 部 が 滅 失 し た 場 合 は 、 当 該 滅 失

し た 物 件 に 対 応 す る 部 分 の 契 約 の み 終 了 す る 。  

５  前 各 項 の 規 定 に か か わ ら ず 、 物 件 の 滅 失 又 は 毀 損 の 原 因 が 、 天 災 そ の 他 賃 貸 人 及 び 賃

借 人 の 双 方 の 責 め に 帰 す こ と が で き な い も の で あ る 場 合 は 、 賃 借 人 と 賃 貸 人 と が 協 議 し
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て 定 め る 。  

 （ 物 件 の 返 還 等 ）  

第 １ １ 条  賃 借 人 は 、 こ の 契 約 が 終 了 し た と き は 、 次 条 の 規 定 に 基 づ く 契 約 更 新 を 行 う 場

合 を 除 い て 、 こ の 物 件 を 原 状 に 回 復 （ 通 常 の 損 耗 を 除 く 。） し て 返 還す る も の と す る 。  

２  賃 貸 人 は 、 こ の 契 約 が 終 了 し た と き は 、 次 条 の 規 定 に 基 づ く 契 約 更 新 を 行 う 場 合 を 除

い て 、 速 や か に こ の 物 件 を 撤 去 す る も の と し 、 こ れ に 要 す る 費 用 は 、 賃 貸 人 の 負 担 と す

る 。  

３  賃 借 人 は 、 前 項 の 規 定 に よ る 撤 去 に 際 し て 必 要 が あ る と き は 、 賃 借 人 の 職 員 を し て 立

会 い 、 指 示 そ の 他 の 方 法 に よ り 、 賃 貸 人 の 履 行 状 況 を 監 督 さ せ る こ と が で き る 。  

４  賃 借 人 は 、 賃 貸 人 が 正 当 な 理 由 な く 、 相 当 期 間 内 に こ の 物 件 を 撤 去 せ ず 、 又 は 保 管 場

所 の 原 状 回 復 を 行 わ な い と き は 、 賃 貸 人 に 代 わ っ て こ の 物 件 を 処 分 し 、 又 は 保 管 場 所 の

原 状 回 復 を 行 う こ と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て は 、 賃 貸 人 は 、 賃 借 人 の 処 分 又 は 原 状

回 復 に つ い て 異 議 を 申 し 出 る こ と が で き ず 、 ま た 、 賃 借 人 の 処 分 又 は 原 状 回 復 に 要 し た

費 用 を 負 担 し な け れ ば な ら な い 。  

 （ 契 約 の 更 新 ）  

第 １ ２ 条  リ ー ス 期 間 中 に 賃 借 人 か ら 申 出 が あ っ た 場 合 は 、 リ ー ス 契 約 を 更 新 す る こ と が

で き る 。 た だ し 、 契 約 の 更 新 内 容 及 び 再 リ ー ス 料 に つ い て は 、 賃 借 人 と 賃 貸 人 と が 協 議

の う え 定 め る も の と す る 。  

 (契 約 解 除 及 び 契約 が解 除 さ れ た 場 合 等 の 違約 金 ) 

第 １ ３ 条  賃 貸 人 は 、 賃 借 人 が リ ー ス 料 の 支 払 い を 怠 り 、 そ の 他 こ の 契 約 条 項 に 違 反 し た

と き は 、 賃 借 人 に 通 知 す る こ と に よ り 、 催 告 を し な い で こ の 契 約 を 解 除 す る こ と が で き

る 。  

２  次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る 場 合 に お い て は 、 賃 貸 人 は 、 契 約 金 額 の 100分 の 10に 相

当 す る 額 を 違 約 金 と し て 、 賃 借 人 の 指 定 する期 間 内 に 支 払 わ な ければ な ら な い 。  

(1) 賃 貸 人 が 賃 借人 の責 め に 帰 す べ き 事 由によ ら ず に 契 約 を 解 除した と き 。  

(2) 賃 貸 人 が そ の 債 務 の 履 行 を 拒 否 し 、 又 は 賃 貸 人 の 責 め に 帰 す べ き 事 由 に よ っ て 賃 貸 人

の 債 務 に つ い て 履 行 不 能 と な っ た と き 。  

３  次 の 各 号 に 掲 げ る 者 が こ の 契 約 を 解 除 し た 場 合 は 、 前 項 第 ２ 号 に 該 当 す る 場 合 と み な

す 。  

(1) 賃 貸 人 に つ い て 破 産 手 続 開 始 の 決 定 が あ っ た 場 合 に お い て 、 破 産 法 （ 平 成 16年 法 律 第

75号 ） の 規 定 に よ り 選 任 さ れ た 破 産 管 財 人  

(2) 賃 貸 人 に つ い て 更 生 手 続 開 始 の 決 定 が あ っ た 場 合 に お い て 、 会 社 更 生 法 （ 平 成 14年 法

律 第 154号 ） の 規 定に より 選 任 さ れ た 管 財 人  

(3) 賃 貸 人 に つ い て 再 生 手 続 開 始 の 決 定 が あ っ た 場 合 に お い て 、 民 事 再 生 法 （ 平 成 11年 法

律 第 225号 ） の 規 定に より 選 任 さ れ た 再 生 債務者 等 （ 賠 償 金 の 予 定 ）  

第 １ ４ 条  賃 貸 人 は 、 次 の 各 号 の い ず れ か に 該 当 す る と き は 、 賠 償 金 と し て 契 約 金 額 の 100

分 の 30に 相 当 す る 額 を 賃 借 人 の 指 定 す る 期 間 内 に 支 払 わ な け れ ば な ら な い 。 履 行 が 完 了

し た 後 も 同 様 と す る 。 た だ し 、 第 ２ 号 の う ち 、 刑 法 第 198条 の 規 定 に よ る 刑 が 確 定 し た 場

合 は 、 こ の 限 り で な い 。  

(1)  公 正 取 引 委 員 会 が 、 賃 貸 人 に 違 反 行 為 が あ っ た と し て 私 的 独 占 の 禁 止 及 び 公 正 取 引
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の 確 保 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 22年 法 律 第 54号 ） 第 ７ 条 若 し く は 第 ８ 条 の ２ の 規 定 に 基 づ

く 排 除 措 置 命 令 （ 以 下 「 排 除 措 置 命 令 」 と い う 。） 又 は 同 法 第 ７ 条 の ２ （ 同 法 第 ８ 条 の

３ に お い て 準 用 す る 場 合 を 含 む 。） の 規 定 に 基 づ く 課 徴 金 の 納 付 命 令 （ 以 下 「 納 付 命

令 」 と い う 。） が 確 定 し た と き 又 は 排 除 措 置 命 令 又 は 納 付 命 令 に お い て 、 こ の 契 約 に 関

し て 、 同 法 第 ３ 条 又 は 第 ８ 条 第 １ 号 の 規 定 に 違 反 す る 行 為 の 実 行 と し て の 事 業 活 動 が

あ っ た と さ れ た と き 。  

(2)  刑 法 （ 明 治 40年 法 律 第 45号 ） 第 96条 の ６ 又 は 同 法 第 198条 の 規 定 に よ る 刑 （ 法 人 の 場

合 に あ っ て は 、 そ の 役 員 又 は そ の 使 用 人 に 対 す る 刑 ） が 確 定 し た と き 。  

２  前 項 の 場 合 に お い て 、 賃 貸 人 が 共 同 企 業 体 で あ り 、 既 に 解 散 さ れ て い る と き は 、 賃 借

人 は 、 賃 貸 人 の 代 表 者 で あ っ た 者 又 は 構 成 員 で あ っ た 者 に 賠 償 金 の 支 払 い を 請 求 す る こ

と が で き る 。 こ の 場 合 に お い て は 、 賃 貸 人 の 代 表 者 で あ っ た 者 及 び 構 成 員 で あ っ た 者 は 、

共 同 連 帯 し て 前 項 の 額 を 賃 借 人 に 支 払 わ な け れ ば な ら な い 。  

３  第 １ 項 の 規 定 は 、 賃 借 人 に 生 じ た 実 際 の 損 害 額 が 同 項 に 規 定 す る 賠 償 金 の 額 を 超 え る

場 合 に お い て は 、 超 過 分 に つ き 賠 償 を 請 求 す る こ と を 妨 げ る も の で は な い 。  

（ 賠 償 金 等 の 徴 収 ）  

第 １ ５ 条  賃 貸 人 が こ の 契 約 に 基 づ く 賠 償 金 、 損 害 金 又 は 違 約 金 を 賃 借 人 の 指 定 す る 期 間

内 に 支 払 わ な い と き は 、 賃 借 人 は 、 そ の 支 払 わ な い 額 に 賃 借 人 の 指 定 す る 期 間 を 経 過 し

た 日 か ら 契 約 金 額 支 払 の 日 ま で の 日 数 に 応 じ 、 契 約 金 額 に 当 該 契 約 の 締 結 の 日 に お け る

政 府 契 約 の 支 払 遅 延 防 止 等 に 関 す る 法 律 （ 昭 和 24年 法 律 第 256号 ） 第 ８ 条 第 １ 項 の 規 定 に

基 づ き 財 務 大 臣 が 決 定 す る 遅 延 利 息 の 率 の 割 合 （ 年 当 た り の 割 合 は 、 じ ゅ ん 年 の 日 を 含

む 期 間 に つ い て も 365日 当 た り の 割 合 と す る （ 以 下 「 遅 延 利 息 の 率 の 割 合 」 と い う 。）。）

で 計 算 し た 額 の 利 息 を 付 し た 額 と 、 賃 借 人 の 支 払 う べ き 契 約 金 額 と を 相 殺 し 、 な お 不 足

が あ る と き は こ れ を 追 徴 す る 。  

２  前 項 の 規 定 に よ る 追 徴 を す る 場 合 に は 、 賃 借 人 は 、 賃 貸 人 か ら 遅 延 日 数 に 応 じ 、 遅 延

利 息 の 率 の 割 合 で 計算し た 額 の 延 滞 金 を 徴収す る 。  

 （ 規 定 損 害 金 ）  

第 １ ６ 条  第 10条 におけ る 規 定 損 害 金 の 金額は 、 残 リ ー ス 料 相 当額 と す る 。  

（ 予 算 の 減 額 等 に よ る 契 約 変 更 等 ）  

第 １ ７ 条  賃 借 人 は 、 こ の 契 約 を 締 結 し た 翌 年 度 以 降 に お い て 、 当 該 契 約 に 係 る 予 算 の 減

額 又 は 削 除 が あ っ た場合 は 、 こ の 契 約 を 変更し 、 又 は 解 除 す る ことが で き る 。  

２  前 項 の 規 定 に よ る 契 約 の 変 更 又 は 解 除 に よ り 賃 貸 人 に 損 害 が 生 じ た と き は 、 賃 借 人 は 、

賃 貸 人 に 対 し て そ の 損 害 を 賠 償 し な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て 、 賠 償 額 は 、 賃

貸 人 と 賃 借 人 と が 協 議 の う え 定 め る も の と す る 。  

 （ 疑 義 の 決 定 等 ）  

第 １ ８ 条  こ の 契 約 に 定 め の な い 事 項 又 は こ の 契 約 の 各 条 項 の 解 釈 に つ い て 疑 義 が 生 じ た

と き は 、 賃 借 人 及 び 賃貸 人 が 協 議 の う え 解決す る も の と す る 。  

 （ 暴 力 団 等 排 除 に 関 す る 特 約 条 項 ）  

第 １ ９ 条  暴 力 団 等排除 に 関 す る 特 約 条 項につ い て は 、 別 紙 に 定める と こ ろ に よ る 。  
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立川市における契約に関する特約 

 

 

（総則） 

第１条 この特約は、この特約が添付される契約と一体をなす。 

（用語の定義） 

第２条 この特約において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところとする。 

(1) 発注者 立川市をいう。 

(2) 受注者 立川市との契約の相手方をいう。当該相手方が共同企業体であるときは、その構成

員すべてを含む。 

(3) 暴力団 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77号。以下「暴

対法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。 

(4) 暴力団員等 暴対法第２条第６号に規定する暴力団員及び暴力団員でなくなった日から５年

を経過しない者をいう。 

(5)  反社会的勢力 暴力団、暴力団員等、暴力団関係企業、総会屋、社会運動又は政治活動を標

榜して不正行為を行う者又は団体その他不当要求等の反社会的活動を行う者又は団体をいう。  

(6)  不当要求行為等 次に掲げる行為をいう。 

  ア 暴力行為、脅迫行為又はこれらに類する行為 

  イ  威圧的又は乱暴な言動により嫌悪感を与える行為 

  ウ 正当な理由なく面会を強要する行為 

  エ 正当な権利行使を仮装し、又は社会的常識を逸脱した手段により金銭又は権利を不当に要

求する行為 

  オ 前各号に掲げるもののほか、作業現場の秩序の維持、安全確保又は作業の実施に支障を生

じさせる行為 

(7) 個人又は法人の役員若しくは使用人 個人事業主、法人の代表者、法人の役員（役員として

登記又は届出されてないが、実質上経営に関与している者を含む。）、支店若しくは営業所を

代表する者又は直接雇用契約を締結している正社員 

（受注者が暴力団員等であった場合の発注者の解除権） 

第３条 発注者は、受注者が各号のいずれかに該当するときは、この契約を解除することがでる。  

(1)  個人又は法人の役員若しくは使用人が暴力団員等であるとき、又は暴力団員等が経営に実質

的に関与していると認められるとき。 

(2)  個人又は法人の役員若しくは使用人がいかなる名義であるかを問わず、暴力団員等に対して

金銭、物品、その他の財産上の利益を不当に与え、又は便宜を供与するなど、暴力団の維持若

しくは運営に協力し、又は関与していると認められるとき。 

(3) 個人又は法人の役員若しくは使用人が自社、自己若しくは第三者の不正な利益を図り、又は

第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団等を利用するなどしていると認められ

るとき。 

(4)  個人又は法人の役員若しくは使用人が、暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるような

関係を有していると認められるとき。 

(5) 個人又は法人の役員若しくは使用人が、下請契約、資材・原材料の購入契約その他自らが行

う契約において、その相手方が前各号のいずれかに該当する者であることを知りながら、当該

契約を締結したと認められるとき。 

２ 受注者が前項各号のいずれかに該当したときは、発注者が契約を解除するか否かにかかわら

ず、 受注者は、契約金額の 100 分の 10 に相当する額を違約金として発注者の指定する期間内に

支払わなければならない。 

３ 前項の規定は、この契約の履行が完了した後も５年間適用する。 

４ 第１項に規定する場合において、受注者が共同企業体であり、既に解散しているときは、発注

者は、受注者の代表者であった者又は構成員であった者に違約金の請求をすることができる。こ

の場合において、受注者の代表者であった者又は構成員であった者は、当該違約金を連帯して支

払わなければならない。 
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（不当要求等を受けた場合の措置） 

第４条 発注者及び受注者は、警察と連携し、この契約に関与又は介入しようとする反社会的勢力

を排除するために必要な情報交換、調査協力等を行うものとする。 

（不当要求行為等を受けた場合の措置） 

第５条 受注者は、この契約の履行に当たり、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) この契約に関して不当要求行為等を受けた場合は、毅然として拒否し、その旨を速やかに発

注者に報告するとともに、警察に届け出ること。 

(2) 下請業者又は工事関係業者（以下「下請業者等」という。）が不当要求行為等を受けたとき

は、毅然として拒否し、受注者に速やかに報告するよう当該下請業者等を指導すること。下請

業者等から報告を受けたときは、速やかに発注者に報告するとともに、警察に届け出ること。 

(3) 受注者が下請業者等と契約を締結する場合は、当該契約において第３条第１項及び第５条第

１項と同様の内容を規定しなければならない。 

２ 受注者が前項に規定する報告、届出等を怠ったときは、発注者は、必要に応じて契約解除、参

加停止、違約金の請求など必要な措置を講じることができる。下請業者等が報告を怠った場合も

同様とする。 

３ 第３条第２項から第４項までの規定は、前項の場合に準用する。 
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